
 

様式Ｃ－１９ 

 

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）研究成果報告書 
平成 24 年 5 月 15 日現在 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

研究成果の概要（和文）：全国的なグローバル化やグローバル人材の議論からは見えにくい、

地方圏の外国人留学生の就職に関する留学生と企業の実態と意識について、栃木県を対象に 4

本の調査を実施、実態と問題点を明らかにし可能性と対応策を考察した。留学生については日

本人学生と特性も年齢も共通性の高い留学生像が浮かび上がった。若くして来日している多く

の留学生にとって母国と日本の間での立ち位置すら定まり難く、ライフ・キャリアプランをど

う作っていくのかは、同世代の日本人学生と共通の課題でもあり、さらに早期からの体系的な

キャリア教育や就職支援が必要である。一方、地場企業の多くでグローバル化が進展しておら

ず、採用人数や求める人材も限定的であり、日本人の雇用経験しかない企業は、留学生の職場

適応への不安や、ネガティブなイメージが強いが、今後、グローバル化の進展企業のみならず、

国内限定事業を行う企業でも留学生の雇用可能性が見出せる。その実現に向け、地場企業の今

後の事業展開や雇用についての戦略的な対応と産業経済団体、自治体、学校関係者の連携によ

る様々な支援が必要である。 

 

研究成果の概要（英文）：This study aims to clarify the present situation, awareness and 

the problems concerning the employment of foreign students on the basis of four surveys of 

foreign students and companies in Tochigi prefecture as well as to consider possible 

measures for further employment. The surveys were conducted to focus on the local area 

which tends to be overlooked in the nationwide discussion about globalization and its 

human resources. The findings were as follows: 

1. Many foreign students seem to have the similar characteristics as the Japanese students 

of the same generation regarding their values and awareness towards their career. Their 

career goals and plans are indistinct with their vague standpoints as foreign students 

living in Japan.  The comprehensive career education and support are essential in the 

early stage of their college life. 

2. Many of the local companies have not globalized yet and have limited needs for foreign 

employees. The companies which have never recruited foreigners could have a negative 

image about them with anxiety for their adaptation to a work place. 

Not only globalized companies but also domestic ones have possibility for  further 

employment of foreign students. In order to promote their employment, it is necessary for 

each company to develop strategic approach for business and employment policy. A variety 

of support and collaborations among business community, local government and academia 

should be required.  
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１．研究開始当初の背景 
外国人留学生の日本における就職につい

ては、留学生個々人のキャリア形成のみなら

ず、産業・企業・地域の国際化、活性化等の

観点から国を挙げて推進する課題の一つと

なっている。留学生の就職数は長期的には大

幅に増加しているが、留学生と受入れ企業側

の意識のミスマッチや情報不足など問題は

山積し、支援も手探りが続いている。政府関

連の支援事業にしても各大学の進路・就職支

援という出口対策では不十分な実態が散見

される。 

特に、留学生が描く自らのキャリアデザイ

ン1と日本の企業の人事制度やその考えかた

とのズレは今後の長期的な留学生の就職支

援を考えるときに重要な視点と思われ、留学

生へのキャリア教育・相談のあり方とともに、

地方の地場企業の国際化に関わる重要な問

題である。しかしながら、これらの問題の実

態把握と解決策への取り組みは十分に行わ

れているとはいえない現状にある。留学生の

就職の実態については、複数の研究機関にお

いて調査研究が行われているが、就職に絞っ

て調査しているものは多くない。また、就職

希望の有無・内容等に関する調査を超えて本

                                                   
1 キャリアデザイン：職業を始め人生のさまざまな場面

での自分の生き方・働き方を主体的に、不断に、とらえ

直し、設計・再設計すること。 

 

人のキャリアプランや企業の意識、ニーズな

どを詳細に調べる調査研究は少なく、特に地

方における個々の学生のキャリアデザイン

に踏み込んだ問題意識による分析研究はな

い。 

一方、昨今、経済・企業経営のグローバル

化の進展により、産業界からは「グローバル

人材」を求める声が益々高まり、大学等への

人材の育成要請が強まっている。こうした状

況からは、国を問わず最適な立地や人材マネ

ジメントによる事業展開を目指す企業とそ

こでの活躍を目指すモチベーションの高い

人材という像が浮かび上がる。外国人留学生

についても、いわゆる外国人高度人材という

ことでこうしたタイプの留学生が求められ

ているように見える。 

しかし、地方大学に学ぶ多数の外国人留学

生や地場の中小、中堅企業と接していると、

留学生の実像と意識、企業のグローバル化の

度合や外国人人材への意識は、大都市圏を中

心とする全国調査の結果や上述の産業界の

声からは見えない実態がある。地方圏におけ

る大学は、経営上の必要性からも多くの留学

生を積極的に受入れており、その半数以上が

日本での就職を希望しているといわれる状

況の中で、現実的にも、これらの大学が今後

どのようにこの留学生の出口問題に対応し

ていくのか課題は大きい。 

本研究は、こうした観点から、以下のこと

を目的とし、首都圏に隣接し製造業を中心に



比較的多くの雇用機会を持ちながらも留学

生の就職が低調な栃木県をひとつの事例と

して調査研究を行った。 

 
２．研究の目的 
① 地方の留学生の就職に関する意識と就職

活動の実態、及び地場企業の留学生採用・雇

用に関する実態と意識を明らかにする。 

② ①の結果から、留学生の日本での就職希

望や就職の成否に関わる要因、及び留学生へ

の求人に対する企業の消極性の背景や採用

ニーズを分析し、留学生と地場企業の採用・

雇用のマッチングの可能性を考察する。さら

に、そのために大学、企業、地域で行うべき

ことについて考察、提言する。 

 
３．研究の方法 
以下の調査を実施し、それに基づく考察と提
言を行った。 

①留学生への予備ヒヤリング調査 （2009.8

～10）； 留学生に対するアンケート調査の

設計に当たり、日本企業に就職した元留学生

へのヒヤリング調査を実施した。様々なタイ

プの留学生の実態を把握するため、県内だけ

ではなく多様な留学生を対象。6 カ国 12 名。 

②外国人留学生に対するアンケート調査 

(2009.12～2010.1)；栃木県留学生交流推進

協議会を通じて県内全大学（短大・高等専門

学校含む）に在籍する留学生 768 名を対象に

実施、有効回収数 354（回収率 46.1％）であ

った。そのうち、4 年制大学の正規生（医学

生を除く）219 名のデータを使用し、分析を

行った。調査票該当配布数 539、回収率 40.6％。 

③企業に対する外国人留学生の採用・雇用の

実態と意識に関するアンケート調査

（2011.1）;栃木県経営者協会の会員企業 278

社にアンケート調査を実施、全国を対象に実

施されている調査との比較のために、それと

共通の調査項目も設定した。有効回収数 101

社（回収率 36.3％）。 

④企業およびそこで働く元留学生へのヒヤ

リング調査（2011.3～7）；上記③で協力可能

と回答した企業、その他回答内容により依頼

した企業 12 社について、ヒヤリング調査を

実施。対象は、県内に本社を持つ、正社員数

40 人台から 3000 人超の企業。業種は製造、

金融、小売、サービス。 

さらに、そこで働く元留学生５名について

ヒヤリングを行った。 

 
４．研究成果 
Ａ 留学生調査 

前項①の調査から日本での就職希望、就職

の成否に関わる要因として、以下の点が重要

であることがわかった。このうち、学力につ

いては今回調査できなかったがそれを除く

各視点からさらにアンケート調査を行った。 

・留学動機 ・大切だと思う考え方（価値

観）・キャリアプランの有無（留学時と現

在）・学力 ・言語能力（まず日本語）・母国

あるいは日本における自分の望むような就

職や生活のできる可能性（母国の経済・労働

市場の状況や母国での民族差別などの諸事

情） ・ネットワーク構築力（様々な活動へ

の参加や人とのコミュニケーションを通し

て人的なネットワークを作る力） 

① 調査の結果、各国の教育や雇用の状況を 

反映して、留学生の構成層や来日の動機は国

毎に様々であるものの、アンケート調査から

は属性、留学動機、価値観、キャリアプラン

の状況等から「母国での大学卒業後や就職後

に、更なる勉学や成功を求めて留学するとい

う従来の留学生像」ではなく、「日本人学生

と、特性も年齢も共通性の高い留学生像」が

浮かび上がった。具体的には、私費留学が全

体の 8割を占め、高校卒業後すぐ来日した 20

～24 歳が最も多く、２０代が８割以上に及ぶ。

留学動機については、専門性の追求以上に視

野を広げたい・海外で暮らしたいという動機

が多い。また、現実逃避など多様な理由であ

った。日本の選択理由については、日本の技

術や社会への関心とともに、日本が好き、日

本で生活してみたいことを理由に挙げる者



が目立つ。日本発のアニメ等の文化に親しん

で育った世代が、興味の延長として留学を据

えていることが推測される。 

大切にしている考え方については、最も多

かった回答は、家族との豊かな、幸せな、安

定した生活であり、日本人の新入社員の意識

調査結果と類似した傾向である点が興味深

い2。 

留学前後でのキャリアプランの有無や変

化の理由を見ると、総じて、キャリアプラン

を「考えない」から「考えた」という方向に

変化、さらに、日本滞在を選択する方向での

変化をしたものが多い。思ったより暮らしや

すい、さらに多くの経験をしたいという理由

や自己の成長や自立感の体験が挙げられて

いる他に、経済情勢、家族要因が留学生のキ

ャリアプランに大きな影響を与えているこ

とがわかる。しかし、一方で、母国の事情が

わからない、一からの出発になるという帰国

後の不安が挙げられていることが興味深い。

若くして来日している留学生にとって母国

と日本の間での立ち位置すら決め難く、ライ

フプラン・キャリアプランが定まり難い状況

にある。 

②  日本での就職希望については、全体で５ 

４．６%の学生が日本での就職を希望してお

り、うち４割近くが住み慣れた県内での就職

を望んでいる（複数回答）。実際に日本で就

職するには、日本の就職活動に対する理解や

選考対策の努力は重要であるが、さらに、大

学内外での様々な活動や、コミュニケーショ

ンによる人間関係の構築といった社会化の

度合いも、就職の可否を左右する要因と考え

られる。さらに、８割以上が就職活動に不安

を感じ、半数以上が自分に合った仕事、就職

活動の基本知識など基本的な事項を含めキ

                                                   
2 日本生産性本部調べ 平成 22年 4月入社者対象（学

部・大学院構成を本調査と同率に調整して算出）、「楽し

い生活をしたい」（36.1%）、「経済的に豊かな生活を送り

たい」（20.2%）「自分の能力を試す生き方をしたい」

（17.7%）、「社会のために役に立ちたい」（15.5%）、「社

会的にえらくなりたい」（3.2%）など。 

ャリア形成支援のほとんどのメニューを求

めていることがわかった。 

Ｂ 企業調査 

調査の結果からは、まず、地場企業の外国

人留学生採用状況は低調であること、これは

現下の経済情勢の影響もあるが、地域企業の

海外進出などのグローバル化がまだ進んで

おらず、外国人留学生の採用ニーズが小さい

ためといえる。次に、これまで日本人雇用経

験しかない地場企業は、外国人留学生を採

用・雇用することについては、外国人留学生

への職場適応への不安や、不信、ネガティブ

なイメージがあることがわかった。 

① 過去３年間及びそれ以前に外国人留学 

生を正社員またはフルタイムの契約社員と

して採用した経験のあるのは約２４％、今後

の採用見込みは、約４割が「あると思う」と

答えている。類似の全国調査3結果と同様に、

留学生を採用したことがない企業では採用

見込み企業は少ない（約２２％）のに対し、

採用経験ある企業はほぼ全社が採用見込み

ありとしている。そこで外国人留学生に対す

る企業の持つイメージをみると、採用経験あ

る企業とない企業でかなり違いがあること

がわかった。定着率が低い、日本の雇用慣行

になじまない等のマイナスイメージ項目で

経験のある企業との差が大きい。また、採用

した企業の採用後の職場でのプラスとマイ

ナスの効果については、いずれも「特にない」

が最多で、メリットとしてはむしろ「社員が

国際的視野を持つようになった」ほか、職場

の活性化や労働効率の向上も挙げられてい

る。門戸を閉ざしたまま、事実とは乖離した

ネガティブなイメージを保ち続けて採用に

消極的なのであれば、こうした採用企業の事

実や経験の県内企業間での共有は必要と思

われる。 

② 外国人留学生の採用は企業経営のグロ 

ーバル化との関わりが大きい。海外展開を行

っておらず今後も予定がない企業は全体の

                                                   
3 労働政策研究・研修機構「外国人留学生の採用に関す
る調査」（2008） 



約７割近くを占めている。採用経験や今後の

採用見込みを見ると、やはり、海外展開して

いる企業や今後可能性のある企業で明らか

に多い。また、約４割の企業がグローバルな

人材へのニーズは「ある」とし、多くが「外

国人留学生の採用」で確保しようとしていた。

こうした状況からはグローバル展開の進展

につれ今後留学生の採用可能性が増加する

ことが見込まれる。一方、今後海外展開なく

今後も予定のない企業でも約３割が採用見

込みありと答えているのは興味深い。 

③ 企業のグローバル化を、経営や人的資源 

管理の観点から、１「国内限定」、２「輸出・

輸入」、３「現地進出」、４「国際化」、５「多

国籍化」、６「グローバル化」と分類し１か

ら６へと進むと考え、ヒヤリング対象企業を

プロットすると、県内で最もグローバル化し

ていると見られる大手企業でさえ４の段階

と見られる。県内企業の大部分が、海外進出

も視野にあるがまだ具体化していないか、あ

るいはまったくその考えのない１の企業で

あろう。アンケート調査に現れた海外展開予

定のない企業での留学生採用経験や今後の

採用見込みはこうした企業のものであり、そ

の中には、留学生を採用する明確な理由は見

られず人手不足からの日本人の代替的採用

と考えられるケースが見える。また、留学生

採用に動き始めている企業は、グローバル化

の第一歩、上述の２の段階にあるものが多い。

現地とのビジネスのリエゾン役としてその

国の留学生を採用するという段階である。そ

の場合は、せいぜい１，２人など採用枠は少

なく、継続的採用が見込めない場合が多い。

また、リエゾンとして当該企業の事情や日本

の事情に精通していることが必要で、ヒヤリ

ング調査からも、日本人社員との日本語によ

るコミュニケーションがはかれることや、チ

ームワーク、協調性など日本の企業の風土に

合うこといった「日本人らしさ」が求められ

る傾向が強いことがわかった。また、なんら

かの意味で日本人の代替的採用の場合はさ

らに「日本人」的な部分が求められるであろ

う。 

アンケート調査では、採用の理由として、

「国籍に関係なく優秀な人材を確保するた

め」が７割近くを占め、全ての企業が採用枠

について「日本人と区別なく採用」と回答し

ており、８割前後の企業が「人事管理も日本

人社員とまったく同様の扱い」と回答してい

る。その一方で、留学生の将来の役割として、

経営幹部への登用と答えた企業は一社もな

かった。「現地法人の経営幹部」、「高度な技

能・技術を生かす専門人材」等との回答のほ

かは半数の企業が「一般の日本人社員と同様

に考えている」と答えている。こうした回答

状況は、グローバル化に向けて文字通り国籍

は関係なくゼネラルな、あるいは専門人材と

して、しかし、一定のランクの経営幹部まで

は活用していこうという企業がある可能性

のほかに、留学生の採用方針や長期的戦略が

明確でないまま採用している企業がある可

能性を示していると考えられる。 

 

４ まとめと提言 

経済社会のグローバル化の進展の中で、県

内の産業・企業、そして、地域にとってもグ

ローバル化は避けて通れず、また、地域・産

業の活性化にとっても必要と思われる。こう

したグローバル展開に伴い、人材、すなわち、

「日本人らしい」留学生ではなく、個別の国

籍を問わない「グローバルな人材」としての

能力を持つ人材が求められることとなろう。

その際には地元で学ぶ留学生の活用は企業

にとってまず身近で有用である。この場合、

留学生の側としても、企業の国際展開に伴い、

母国語だけではなく他の言語や真の国際感

覚・経験を培い、グローバルに活躍できる人

材として自らの能力開発を行う必要があり、

大学としてもその育成に尽力する必要があ

る。 

一方で、地方圏の現実問題として、こうし

たグローバル企業の段階に至らない国内限

定の事業を行っている多くの地元企業にお

いても、取引や顧客先の国際化など様々な形

で国際化、グローバル化が進展することが見



込まれ、また、少子高齢化による若年労働力

不足の中で優秀な人材を獲得すると言う意

味からも、地元にいる留学生の雇用はひとつ

の有力な可能性となるであろう。前述したよ

うに、県内の留学生は、必ずしも「典型的な

グローバル人材」というよりも、「県内の大

学や大学院で学びながら培ってきた人間関

係や生活のしやすさ、土地勘などが魅力とな

って県内で就職を決める」タイプが多く、地

方圏に於けるひとつのグローバル化の形と

して、留学生および企業双方にとって有効な

選択肢と考えられる。 

 

調査結果を踏まえて留学生の地場企業へ

の就職を促進するために必要と考えられる

ことを以下に述べる。 

（基本的な姿勢について） 

■大学における国際化の進展の重要性；就職

活動時に日本人の友人や先輩が役立ってい

るという調査結果に見られるように、留学生

にとって日本人との交流は非常に大切と思

われる。また、外国人留学生は日本人学生に

とっては最も身近な外国との接点である。こ

うした認識の下に、大学の日常としても国際

化は不可欠で、意識的に通常の正課内・外や

生活の場で、公式・非公式に意見交換や交流

を図って行く工夫・姿勢が重要と考える。 

■企業や地域の戦略的な取り組みの重要

性；前述のように地元への思いやエネルギー

を持った留学生は貴重な存在である。 社内

の活性化の要員、母国との架け橋役を始め、

帰国しても、ビジネスチャンスにつながる存

在になる可能性（企業家、起業家、消費者、

ネットワーク構築の絆としても）を持つ者と

して、企業・地域で長期的に、戦略的にどう

活用するかという視点が必要と考える。 

（関係者ごとに必要と思われる事項につい

て） 

＜大学＞ 外国人留学生に対する日本人学 

生と同様に早い時期からの一貫した体系的 

なキャリア教育、個別相談の実施。その際、 

教員の果す役割も大きいことから、キャリア 

支援部署のみならず、全学教員への働きかけ、 

体制整備・部門間の連携による留学生全員へ 

のアプローチと支援も重要。 

＜企業＞ グローバル化に伴う人事戦略・方 

針の策定と実施。（留学生などの外国人高度 

人材の活用に向けた経営理念や求める人材 

像の明確化と留学生への情報発信、複線型 

の人事制度、日本人社員の認識への取組み） 

＜経営者団体、行政＞ 地場企業のグローバ 

ル化への支援、及び、外国人高度人材の活用 

についての企業支援（先進事例紹介や採用・ 

定着に関する相談・アドバイス、日本語習得 

や住宅確保、健康対策等一社では対応困難な 

部分の中小企業支援 など）、 

外国人に対する支援（特に行政。労働問題な 

ど相談体制の整備、生活面での支援） 

＜産官学の連携＞ 留学生と企業の理解促

進のための交流の場の設定 （交流会の実施、

インターンシップ、企業見学、等） 

具体的な人材育成についての情報交換と大

学と企業の共同プログラムの実施など） 
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